
第 6 回グローバル化する地域社会におけるまちづくりに関する研究会 議事概要 

 

日時：2021 年 8 月 25 日(水)13：30-16：30  

場所：日本都市センター研究室内会議室・オンライン開催 

出席者：卯月盛夫座長(早稲田大学)・阿部大輔委員(龍谷大学)・岡井有佳委員(立命館大学)・藤井さやか委員(筑

波大学)・若尾真理氏(岐阜県可児市市民部人づくり課)・圓山王国氏(東京大学大学院)  

事務局：石川研究室長・岸本研究員・髙野研究員 

 

1. 若尾氏(可児市)事例紹介「可児市の外国籍市民施策の取組み」 

(1) 話題提供 

 可児市の概要・可児市における「外国籍市民」の概要 

岐阜県可児市は、名古屋圏のベッドタウンとして昭和 40 年代から住宅団地が造成されて人口が増加し、

2021 年 4 月 1 日現在で 101,249 人、そのうち外国人は 7,880 人、比率は約 7.8%である。 

可児市では多文化共生推進計画（第 3 期）において、可児市に住民票を置いている外国人の方を「外国籍

市民」と統一している。行政サービスには国籍の違いによる差異はないが、多文化共生施策を推進する際

など、対象者を明確にする場合があるときは、実数を把握できる「外国籍市民」と表記し、対象者が把握

できない概念的な用語を行政用語では使わないこととしている。 

平成 2年の改正入管法の施行、平成 5年の技能実習制度の創設により、可児市の外国籍市民が急激に増え、

リーマンショックによって減少した時期もあったが、令和 2 年には 8,073 人と過去最高となった。国籍別

では多い順にフィリピン、ブラジル、ベトナムとなっている。 

市内北部に立地する大手企業の工場に近く、民間の集合住宅等が多い地区に、外国籍市民は多く住んでい

る。年齢構成は、20 代から 40 代が多くなっている。 

 教育支援・不就学ゼロへの取組み 

外国籍の子どもの不就学が全国的な課題となり、2019 年に文部科学省が初めて実施した全国調査では、

不就学の可能性のある子どもは 15.7%であった。可児市では、全国調査に先駆けて 2003~4 年に外国籍家

庭の全戸を訪問する調査を実施し、当時 6.8%のこどもが不就学の可能性があるという結果であった。 

可児市では 2005 年に外国籍児童・生徒の学習保障事業を開始し、適応指導教室「ばら教室 KANI」を開

設した。2020 年度には「第 2 ばら教室 KANI」を開設している。 

日本での就学経験がない児童・生徒は、原則として指定学校に学籍を置いたまま「ばら教室 KANI」へ通

室し、「ばら教室 KANI」において日本の学校のルールや基礎的な日本語学習を身につけてから在籍校に

戻る。市内の各小中学校・ばら教室 KANI・可児市国際交流協会の 3 つの機関が緊密に連携し、もし不登

校になったとしても、国際交流協会が受皿として機能する。 

 「可児市多文化共生推進計画」 

可児市では外国籍市民の増加を受け、2000 年度に「可児市国際化施策大綱」を策定、可児市国際交流協

会を設立したのを始めとして、2011 年度からは約 5 年ごとに可児市多文化共生推進計画を策定し、現在

は 2020~2023 年を期間とする第 3 次計画となっている。 

第 3 次計画では、「Ⅰ言語における共生」「Ⅱ子どもの教育における共生」「Ⅲ暮らしにおける共生」「Ⅳ地

域社会における共生」の 4 つを施策の柱として、様々な事業が推進されている。そのなかで重点政策とし

て「やさしい日本語の普及」と「災害時の情報伝達の充実」が挙げられている。 



(2) 質疑応答 

 ばら教室 KANI の設置の経緯について 

外国籍市民が増え始めた当初は、ブラジル人が中心であり、ブラジル人学校が近隣にあったことからそこ

に通う子どもたちが多かったが、徐々に日本の公立学校への通学を希望する人が増えてきた。その際、日

本の学校に入ったとしても言葉が分からず、習慣も違うなかで、子どもたちも困っていたが、現場の教員

たちも困難に直面し、現場からの声を受けてばら教室 KANI が立ち上げられたという経緯がある。 

 ばら教室 KANI（就学児童・生徒への支援）以外の対応について 

就学前の子どもやその親に対して言語・文化・生活習慣などを教えることは、国際交流協会が担っている。

小さい子どもがいる母親は子どもと一緒に言語などを学ぶ機会があるが、父親は働くことが中心で学ぶ機

会を持つことが難しく、社会人に対する教育支援はほとんど提供されていない。一方で、福祉や社会的支

援を求めて市役所の窓口に来る人は多く、通訳の職員が対応にあたっている。この点は今後の課題と認識

している。 

 外国籍の住民とのコミュニケーションの難しさ 

生活習慣や価値観の違いによって、コミュニケーションが難しいことが多い。例えば新型コロナウイルス

の感染予防のため、家族以外の会食を控えてくださいと呼びかけても、家族と捉える範囲が広かったり、

宗教行事と一体で会食が習慣化していたりして、個別に丁寧なやり取りが必要な場面があった。 

 外国籍市民との共生、コミュニティの形成について 

外国籍市民の多くは、転入当初は勤務先が借り上げた住宅や、同国籍の人たちでまとまって集合住宅に居

住するケースが多いが、長く居住し家庭を築くなかで一戸建ての住宅を購入する人も多くなっている。意

識調査などでも、可児市に長く居住したいという意向も多いので、自治会への加入促進など、コミュニテ

ィの形成のために取り組まなければならない。 

「外国籍市民」と国籍で定義しているが、日本人と結婚して日本国籍を取得したが言語の習得が不十分で

あるなど、単に国籍だけでは定義が難しい場面も増えている。 

 

2. 圓山氏(東京大学大学院)話題提供 

(1) 多文化共生の概念 

 「多文化共生」の背景・使用されるようになった経緯 

日本においては、1970~80 年代にアイヌ民族や在日コリアンによる異議申し立て運動の文脈において、「共

生」という概念が使われ始めた。また、阪神淡路大震災における被災外国人に対する支援のために「多文

化共生センター」が設立されたことをきっかけとして、「多文化共生」という言葉が広がることとなった。

また、コミュニティを研究対象としている社会学者からは地域社会の問題対応の文脈における「共生」の

概念、異質な文化集団の間の距離・関係性について提示されている。 

一方で行政・政府の立場からは、総務省(2006 年)の「地域における多文化共生推進プラン」で「国籍や民

族などの異なる人々が互いの文化差異を認め合い、対等な関係を築き合いながら地域社会の構成員として

共に生きていく」ことと位置づけられている。また近年では、外国人住民を支援される側として捉えてき

た従来の見方を超えて、外国人住民の多様性を資源として地域活性化のグローバル化に生かしていく視点

が重要であるとも指摘されている。 

 共生をめぐる概念・海外の移民政策の展開 

海外の移民政策においては、当初は短期的に滞在する一時的な労働者としての政策(ゲストワーカー政策)



から始まり、受け入れコミュニティへの同化を想定する同化主義、あるいは多様な文化的な差異を認める

多文化主義と展開してきたが、近年欧州評議会は文化的な多様性を都市の活力や革新につなげていくため

の政策としてインターカルチュラリズムを掲げ、平等性・多様性を尊重し、住民同士が交流を取りながら

分断しないことを重要な原則として、政策・プログラムを展開している。この考え方は、日本の自治体の

政策にも影響しつつある。 

多文化共生に関する多様な考え方・アプローチは、問題の所在とアプローチの対象を、個人・コミュニテ

ィ・社会の 3 つの領域に分け、それぞれの組合せによって整理できる。例えば個人の問題を解決するため

に個人の生活を支援する方法もあれば、コミュニティを支援する方法もあるだろう。 

 

(2) 包摂・統合・共生の概念整理・国際比較 

 「社会的包摂」と「社会的排除」 

「社会的包摂」は「社会的排除」に対応する概念として、1970 年代のフランスにおいて失業率の上昇を

背景として生まれた。社会的排除とは、貧困に限られず、経済的、社会的、政治的、文化的生活に十分に

参加できていない状態を指す。1980 年代には欧州共同体において、1990 年代には ILO（国際労働機関）

において社会的排除⇔包摂の概念が政策に取り入れられ、排除の要因となる貧困や剥奪といった不利な条

件を多次元的に理解し、それを改善していくプロセスであり、目的として包摂は捉えられている。 

 欧州における「統合」と米国における「同化」 

「統合」は外国人に関わる文脈で使われることが多い。社会的統合について探求したフランスの社会学者

デュルケムは、集合意識という社会全体をつなげるような意識が社会を統合し、社会的統合が無いとアノ

ミー(無規範状態)や紛争に繋がるとしている。米国では移民の文脈で「同化」が使われることが多いが、

特に欧州の「統合」は 20 世紀後半以降に非欧州系移民が増加してきたなかで、従来の社会との分断に対

する危機感から使われるようになってきた。文化的同質性という暗黙の了解があり、民族コミュニティは

積極的に評価されるものではない。また、欧州の福祉国家の伝統から不平等の克服が重要であり、教育や

労働に着目されることが多い。 

 包摂・統合・共生の相対的な概念比較 

いずれも、不利な立場にある人々が、社会への参加の条件を改善するプロセスであるとともに、その目的

となる、改善された状態を指す概念である。それぞれに社会的側面、経済的側面、政治的側面、文化的側

面があり、「包摂」は不利な状況の改善に特に着眼点がある。「統合」は主に欧州で使われ、少数派を主流

派の社会にどのように組み込むかに着眼点があり、文化的側面での平等の視点はやや弱い。「共生」は主

に日本で使われ、コミュニティが強調されるが、根本的な制度の変革に対する視点はやや弱い。 

 

(3) 川口芝園団地における取組みについて 

 川口芝園団地の概要・住民の特性 

芝園団地は埼玉県川口市にある総戸数 2,454 戸、1978 年竣工の UR 賃貸住宅である。都心まで約 40 分と

交通利便性が高い。 

2015 年に外国人住民の数が日本人住民の数を上回った。外国人住民の約 9 割が中国出身であり、その他

は東南アジア、南アジア系である。日本人住民は高齢者が多いのに対して、外国人住民は 20-30 代の親と

その子どもという世帯が多く、国籍だけでなく世代も異なる人たちが一つの団地に暮らしている。外国人

住民は大学卒、大学院卒で技術者として働いている人が多く、ライフステージの変化によって転出する人



も多いため、住民の入れ替わりが激しい。 

文化、生活習慣の違いによってゴミ出しや生活音、香辛料のにおいなどをもとにトラブルが発生していた

が、住民間で言葉が通じず、注意が出来ない状況であった。また団地でコミュニティがもともと希薄であ

ったところに、言語の壁、ライフステージの違いがあり、日常的・継続的な住民間の接点を作ることも難

しい状況であった。                                            

 活動のきっかけ・経緯 

2014 年時点で自治会の加入率が 3 割未満であったが、その年に 30 代の日本人住民(岡崎氏)が自治会役員

に就任したことをきっかけに、自治会として外国人住民との交流の模索が始まった。「開かれた自治会構

想」が立ち上げられ、地域内外の組織との協力関係の構築を通じて、住民間の交流促進や共助関係を築く

ための取組みが推進されることとなった。その一環として、2015 年に外部の学生有志が「芝園かけはし

プロジェクト」を設立し、自治会と連携しながらボランティア活動としてさまざまな活動を行ってきた。 

 芝園かけはしプロジェクトの活動内容 

芝園かけはしプロジェクトは主に、文化や習慣の違いによるトラブルに対し、トラブルの元を小さくしよ

うとする問題緩和アプローチと、住民間の接点不足による相互不理解に対し、第三者として接点を作るこ

とを図る交流促進アプローチの 2 つのアプローチから活動をしている。 

団体設立時に最初に取り組んだのが、外国人住民への誹謗中傷の落書きが書かれたベンチを、住民が参加

して塗り直し、交流のシンボルにするという「落書き机直しプロジェクト」であった。その後はランチ会

や太極拳など、定期的な交流イベントを中心に活動していたが、交流の促進だけでなく、生活トラブルに

対応した取組みとして、2018 年には外国人住民向けの生活案内パンフレットを作成した。 

2019 年度版では、もともと外国人住民向けとして作成したパンフレットを、団地住民全体に向けたもの

に改訂し、日本人住民にとっても関心を持ってもらい、また外国人住民に対する一方的な注意・要望にな

らないように、対等な関係づくりを目指している。 

 まちづくりの成果と課題 

芝園かけはしプロジェクトの取組みの成果は、①住民間の接点創出と相互理解が深まったこと、②自治会

役員に外国人住民が就任するなど地域社会への参加が増加したこと、③イベントやワークショップを通じ

て住民の生活を豊かにすること、④トラブルが減少したこと、⑤従前はネガティブに語られることの多か

った芝園団地のイメージが各種の賞を受賞したことなどから向上したことが挙げられる。 

一方で課題としては、①交流イベント・ワークショップ参加者に偏りがあり、接点創出にも限界があるこ

と、②住民の入れ替わりがあることからトラブルがゼロになるわけではないこと、③文化や習慣の違いに

よるトラブルに限らず、住民の多様なニーズ・困りごとに対応するためには多様な主体との連携が必要に

なるということが挙げられる。 

 住民間の接点創出のあり方 

住民間の接点を創出することの価値として、相互理解や地域の担い手が増えることなどがあるが、住民の

中には交流に関心がある人もいれば、交流に消極的な人もいる。そうした交流に対する態度の違いがある

事を前提として、接点創出のあり方としては多様な関係性の選択肢を示す必要があるだろう。 

 対話の場づくりのあり方 

生活案内パンフレットづくりのワークショップの経験から、対話の場づくりにおける重要なポイントは、

①多様な主体の参加促進、②対等な関係づくり、③安心できる環境づくり、④誰もが発言できる環境づく

りの 4 つが挙げられる。 



(4) 質疑応答 

 「芝園かけはしプロジェクト」の活動の持続可能性について 

芝園かけはしプロジェクトでは多文化共生や地域コミュニティなどに関心を持った学生が継続的に加入

しているが、学生ボランティアの活動は、卒業などによって入れ替わりがあるため、持続性の担保はされ

ていない。 

資金面では、2018 年に自治会が「地球市民賞」を受賞した際に獲得した賞金を、プロジェクトの活動の

ために基金を作って活用したり、その他の賞に応募したりして得た賞金などもあるが、安定した収入源が

あるわけではない。活動のための経費は、全てこれらの資金から賄われており、学生が負担することはな

いが、謝礼や給与が発生することもない。 

自治会では岡崎氏が中心となって多文化共生の活動に取り組んでいるが、日本人住民全体としては高齢化

しており、活動的な人物が新たに出現している状況ではない。外国人住民のなかで、子育てなど多文化共

生とは異なる文脈でコミュニティづくりの動きはあるようだが、コロナ禍で活動が難しい状況になってし

まった。 

 「多様性」の捉え方と「まちづくり」としての示唆 

日本人住民だけでは高齢化していたところに、若い外国人住民が入ってきたことで、祭りなどの地域活動

が維持できるといった側面の他、外国人住民が多く住んでいることを「面白い」と感じて住み始める若い

日本人も少数ながら見られる。インターカルチュラル・シティとして「多様性」を資源・強みとしたまち

づくりの可能性が示唆されるのではないか。 

芝園かけはしプロジェクトの活動は、外国人住民・多文化共生という文脈によらずとも、コミュニティに

おける接点の創出のあり方、対等な立場でのコミュニケーションのあり方など、一般的なまちづくりに対

しても示唆がある。 

 

3. ディスカッション 

(1) 外国人住民のコミュニティ形成のあり方 

 外国人住民の定住の可能性 

現在日本で生活している外国人住民の多くは就労しており、今後定住していく可能性は高い。中長期的に

定住が増えていくなかで外国人住民がどのようなコミュニティを形成していくのかが課題となる。 

 コミュニティのあり方 

「外国人」としての生活の支援などは国際交流協会を中心としてボランティアなどが積極的に関わること

が多いが、地域における課題はそれぞれが住んでいる地域で解決しなければならず、コミュニティの形成

は不可欠であろう。出身国籍毎にまとまることができればよいが、各国のなかでも地域ごとに国民性のよ

うなものが異なることがあるなど、簡単に一つにまとまることは難しい。 

外国人住民特有の事情は外国人でなければ理解が難しいこともあり、日本人のボランティアだけでなく、

外国人のボランティアによる支援活動は重要である。可児市と隣接する美濃加茂市の間では相互に交流し、

子育てや教育の支援などで外国人によるボランティア活動が活発である。 

 就労・雇用の安定性の問題 

可児市の外国人住民の多くは、派遣会社を通じて工場・事業所で勤務している。経済状況の変化によって

派遣労働者の雇用は調整されてしまうため、不安定であり、正社員になることも一般的には難しい。今般

のコロナ禍でも派遣を取りやめになってしまった人が多く発生したが、外国人住民の立場に立って支援す



る派遣会社も多い。 

 

(2) 包摂・統合・共生の概念に関する議論 

 欧州では貧困層に対する生活支援が手厚く、子どもが多くいれば働かなくても生活できることからそれを

目当てにした移民も多いため、政府としては支援に対する財政的負担感が強くなり、ひいては市民の感情

として分断を招きやすい。移民が社会からドロップアウトしてしまうと、犯罪やインフォーマルな活動に

結び付きやすく、そのリスクへの対応としてセーフティネットとしての支援が行われており、とりわけ子

どもの教育や就業・雇用に対する支援によって、社会への参加を促すことが重要である。 

 日本では外国人の滞在は就労（あるいは実習）目的であることが前提だが、滞在が中長期に及び、失業す

る人が増えてきたとき、再雇用に対する支援などの（包摂的な）対策も重要になるだろう。 

 外国籍の人が増えて、文化的なコンフリクトが生じたとき、欧州における文脈と日本における文脈の違い

を踏まえた本質的な課題が何であるかの議論が無ければ、「多文化共生」や「社会的包摂」といった概念

は「外国人と仲良くしましょう」、「外国人に作法やルールを教えましょう」という次元にとどまってしま

う可能性がある。 

 共生のための要素として、作法（間合いや距離の取り方）が重要であると指摘されているが、これが成り

立つためには最低限の共通の土俵が必要であり、単純に「みんな違って、みんないい」という事だけが多

様性ではないだろう。 

 都市・地域として外国人との共生を目指すとき、具体的な政策・ビジョンを描くにあたって多様性を資源

として捉えるという視点が重要になる。芝園団地に外国人が多いことを面白いと感じて新たに入ってくる

住民の存在のように、創造性の源泉として多様性は重要な要素である。 

 「統合（インテグレーション）」は、日本語でも英語でも、主流の社会・文化に合わせるというニュアン

スを強く含むため、使うことに抵抗感がある。「包摂（インクルージョン）」は、現実的に格差・不平等が

ある状況において、それを解消して同じ立場にする必要性から、対象を外国人に限らず、重要な概念であ

るように思われる。「共生」は、生物学的には異なる生物種同士が相互に利益をもたらす状態事務局注)を指す

ものである。統合や包摂は一方的なのに対して、共生は双方向性がある。 

 「包摂・統合・共生」などの概念の位置づけについては、これまでの議論も踏まえ、本研究会としての定

義を明確にし、報告書において使い分けていくこととする。 

事務局注）生物学における共生は、相互に利益をもたらす相利共生、片方のみが利益を得る片利共生、片方が害を受ける片害共生、

片方が利益を得て片方が害を受ける寄生と、多様な関係性を含む概念である。 

 

4. 今後の研究会の進め方について 

 第 7 回・第 8 回研究会もテーマを設定し、ゲスト講師による話題提供とディスカッションを行う。 

 第 9 回研究会を最終回とするため、報告書の骨子、各章の執筆内容に関する調整等は、個別に行う。 

 


